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1.グ ローバ リゼ ー シ ョン とIT
(1)グ ローバ リズム
英国の政治哲学者ジョン ・グレイの定義を借 りれば、グローバル化 とは、厂工業生産のため
の近代的技術 とあらゆる種類のコミュニケーションー通商、資本、生産、情報一の国境を越え
た全世界への普及」であり、また、「ほとん どすべての経済が世界中の他の経済 とネ ットワー
ク化 されているとい うこと」である1。その意味で、1914年 以前も今 と同じよ うに、あるいは




や さらにそれを上回る海外直接投資の規模 の拡大は19世 紀のグローバル資本主義とは異質の
ものと考えざるを得ない。そして、この変化は主として多国籍企業によってもたらされたもの






1ジ ョン ・グ レイ 『グ ロー バ リズ ム とい う妄 想 』 日本 経 済 新 聞社 、1999年 、p.79
2RobertGilpin,"TheChallengeofGlobalCapitalism,"Princeton,PrincetonUniversityPress,
2000,pp.18-25




には、前者 はワシン トン ・コンセンサスに代表され るような米国政府、IM:F等 の国際機関及
び多国籍企業が支持 し、後者は欧州、アジアの政府や多くのNGOに よって支持 されてきた。
しかし、後述するように、97年 のアジア危機をきっかけに、グローバル資本主義の持つ問題
点が前者 のグループにも認識 されていく一方、WTOシ ア トル会合で見 られたような全 く自由
貿易を否定す るNGOの 主張は支持されない。ニューヨーク ・タイムズのコラムニス トである




ある5。確かに、21世 紀の課題の一つは、肥大化 していくグローバル資本主義をいかに制御 し
ながら、これらのバランスを維持 していけるかということであろう。前出のジョン ・グレイの
ように、市民をグローバル資本主義の混乱から保護することと、経済成長に必要な天然資源の






IT「 情報 技術(InformationTechnology)」が経 済活動 に もた らし うる最 も大 きな影 響 は生
産性 の向上 であろ う。米 国商務省 の"DigitalEconomy2000"によれ ば、米 国の生産 性 の伸
び は、73年 か ら95年 までは年率1.4%で あったが、95年 か ら99年 にかけては2.8%に 上 昇 して
お り、そ の 中でIT資 本 の労働 生産性 上昇へ の寄 与は半分 を超 えてい る。 その内容 は全 要素生
産性(MFP)を 通 じた寄与 と資本深化 を通 じた寄与 である7。IT投 資の生産性が極 めて高 い と
なる と、ITを 駆使 して生産性 を高 める ことのできる企 業や個人 とそ うでない場合 とで は、大
きな生 産 性格 差 、 ひ いて は所得 格 差 が発 生す る。 いわ ゆ る 「勝 った者 一 人取 り(Winner





6ジ ョ ン ・グ レ イ 『グ ロ ー バ リズ ム と い う妄 想 』 日本 経 済 新 聞 社 、1999年 、p.108





の レスター ・サロー教授のようにIT革 命 を肯定する立場から、プリンス トン大学のポール ・
クル ッグマン教授のよ うにIT革 命を真っ向から否定する立場に分かれている。その間に中間
論的な立場を取る学者としては、MITの ロバー ト・M・ ソロー教授やプ リンス トン大学のア
ラン ・ブラインダー教授などがいる9。この立場は、ブラインダー教授の言葉を借 りれば、厂生
産性の加速はインターネッ トの急速な普及 と同時に起こっているとい う興味深い事実がある。
インターネットがこの生産性の伸びの加速を可能にしたか否かは、他の説明もつけられるので、
将来経済の歴史家に判断を委ねよう。」10とい うものである。 しかし、この論争は事実によ り
決着が着いた。2001年 の第2、 第3四 半期において、2期 連続で経済成長がマイナスになっ




関係を有す る。たとえば前出の"DigitalEconomy2000"に 紹介 されている研究では、IT投
資水準と企業組織の分権化度合いを基準に4つ のグループに分けて比較した ところ、「IT投資二
が多く、分権化 も進んだ企業の生産性は最も高かったが、逆にIT投 資が多いが、分権化の進
まない企業の生産性は最 も低かった。実際、多額のIT投 資を行ったが、高度 に集権化 されて
いる企業の生産性は、IT投 資も少なく、分権i化も進まない企業に比べても低かった。」(Erick





ら統合されたものへ変化 し、労働者の技能向上に繋がる」ことが強調 されている13。今後、 日
本企業が、企業組織形態の変更やビジネス ・プロセスの変更を行い、IT投 資の果実を享受で
きるかどうか、大きな課題である。
8も っとも、木村忠正(『 デジタルデバイ ドとは何か』岩波書店、2001年1月)に よれば、米国におけ
る世帯間所得格差(ジ ニ係数)を みると、80年 代には所得分配の不均衡が拡大しているが、90年 代では
世帯間格差は縮まらないまでも拡大もしていない。
9佐 々木スミス三根子 『IT革 命かITバ ブルか』東洋経済新報社、2000年
10佐 々木スミス三根子 『インターネットの経済学』東洋経済新報社、2000年
11米 国商務省 『デジタル ・エコノミー2002』 東洋経済新報社、2002年
12米 国商務省 『デジタル ・エコノミ ー2000』東洋経済新報社、2000年 、p.80






を使用、 白人かアジア系、世帯主の年齢が35か ら50歳 とい う層」である。白人、アジア系な
どで、所得75,000ド ル以上、大都市住人、世帯主は短大卒以上で年齢35か ら55歳 の家庭では、
パ ソコン保有率87%、 インターネ ット利用率68%。 一方、黒人 ・ラテン系で、所得15,000ド











加え、デジタル ・デバイ ドが拡大再生産 されていく可能性があることも考慮する必要がある。
日本のように成熟した経済では、経済全体の生産性を上げるためには、ある程度の貧富の差
が拡大することを許容 しなければならない という見方もある。所得分布が不平等でも、高額所
得者 が社会 ・経済の活力を維持できれば、結果 として国の生産活動が盛んになり、低所得者も
含めた国民全体が裨益するというものである。このような考え方の代表はシカゴ大学の ミル ト
ン ・フリー ドマン名誉教授をはじめとするシカゴ学派であろう。一方、米国でも、スタンフォー
ド大学のケネス ・J・ アロー教授のように 「米国の収入の上下格差が急激に拡大 してお り、ま
た米国の平均収入がつい4、5年 前まで低下 していた。 よって米国民の下層30%の 人々は、
以前より生活水準が悪化 した」15との問題点を指摘 したり、J・ ブラッドフォー ド・デウロン
グカ リフォルニア大学バークレー校教授のように 「米国政府がより積極的に富の再配分の役割
をすべき」16と主張する学者も多い。
(3)国 家 間のデジタル ・デバ イ ド
企業や個人間のデジタル ・デバイ ド問題 は国家間でも生 じうる。そもそも、南北間の所得格
差はIT革 命以前から大きな問題であった。世界銀行のブランコ ・ミラノビックの推計(全 人
14米 国 商 務 省 『デ ジ タル ・エ コ ノ ミー2000』 東 洋経 済新 報 社 、2000年 、pp.136-138
15佐 々 木 ス ミス 三 根 子 『イ ン ター ネ ッ トの 経 済 学 』 東 洋 経 済 新 報社 、2000年 、p.61
16佐 々 木 ス ミス 三 根 子 『イ ン ター ネ ッ トの 経 済 学 』 東 洋 経 済 新 報社 、2000年 、p.227
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口の85%を カバ ー)に よれ ば、世界全体 の所得格差 はIT革 命 以前 か ら拡 大 してい る。彼 の推
計に よるジニ係 数 を見る と、88年 か ら93年 の5年 間で62.5か ら66.0と 上昇 し、6%も 不 平等
化 が進んでい る17。グローバル化 は所得格 差の拡大 をもた らしたのである。94年 以降今 日まで
の更 なるグ ローバル化 の進展 とIT導 入 の生産性格 差の拡大 を考 える と、所 得格差 はます ます
拡大 してい ることが想像 できる し、今後 もその トレン ドが進 む ことが予測 できる。世界銀行 の
別の推計 では、90年 に1日2ド ル以 下で生活す る貧 困層 は27億18百 万人 であったが、98年 に
はその数が28億 百万人 と約1億 人増加 してい る18。
第3世 界の貧困 を撲滅 す るために も、拡 大す る国家間の所得格差を縮 小 させ る必要 がある。
一方で、デ ジタ ・デバイ ドとい う新 しい課 題が生 じて来たわけだが、 これ以上の所得格差 の拡
大 にス トップ をかけるため にも緊急 に対応 す る必要 が ある。 この よ うな状況 を踏 ま え、2000
年7月 の沖縄サ ミッ トにお いて発 表 された 沖縄IT憲 章 では、デ ジタル ・デバイ ドの解 消 が大
きな課題 とされ た。沖縄IT憲 章 は 「世界各 国でデ ジタル ・デバ イ ドを解消す る ことは国家 の
アジェンダの中で も特 に重要 なもので ある。全ての人が情報通信のネ ッ トワークに 自由にアク
セス できるよ うに しなけれ ばな らない。」 と謳 っている。
本憲章 を受 けて、 日本政府 は 「国際的 な情報格差 に対す る我 が国の包括支援策」 として5年
間で総額150億 ドル の支援 を約束 した。内訳 は主 として 日本 国際協力銀行(JBIC)の 商業 ロー
ン、出資 、及 び円借款 である。それ に加 え、技術協力や無償資金協力 な ども若干含 まれ る。 本
構想 を実現すべ く、関係省庁 ・国際協力 関係機 関の問にお ける支援 スキーム等の議論や、民間
企業 に対す る連携 の呼び かけが行 われ た。2000年10月 には外務、大蔵、通産、郵政、JBIC、
JICAの 実務家で編成 され たIT協 力 に関す る政策対話 ミッシ ョンが フィ リピン、タイ 、カ ンボ
ジアに派遣 された。 さ らに、2001年1月 には、同様 の政府 ミッシ ョンがイ ン ドネシア、シ ンガ
ポール、ベ トナム、マ レー シアに派遣 され 、政 策対話 とニー ズ調 査が行 われた。JBICの 商業
ロー ン、 出融資 に加 え円借 款や無償 資金 協力 あるいは技術 支援 のニーズが出て くれ ば、新宮沢
構想 と同 じよ うにスピー ド感の ある支援 を実行すべ きであ ろ う。その際、先行 してデ ジタル ・
デ バ イ ド解 消 のた め の政 策 を実施 して い た世 界 銀 行 、UNCTAD(TheUnitedNations
ConferenceonTradeandDevelopment),UNDP(UnitedNationsDevelopmentBank)
等 とも連 携 を取 る ことが望ま しい。 また、ASEAN諸 国は域 内の情報インフラの実現、電子 商
取 引の推進 、貿易投資 自由化 、キャパ シテ ィー ビルデ ィング、電子 政府構 築な どIT推 進 にかか
る国内外 の要 因形 成または除去 を 目的 とす る"e-ASEANAgreement"(2000年11AASEA:N
サ ミッ ト)を 締結 してい る。"e-ASEANAgreement"の実施 に関 して、 日本 政府 は民 間企 業






(1)ア ジァ通 貨危機 の原 因




イバーツで55.5%、 イン ドネシアルピア85.4%、 韓国ウオン54.9%、 マレーシアリンギで46.4
%下 落している。 しかも、アジア危機の問題点は、このような通貨危機 とともに金融システム
危機が同時に発生 したところにあった。通貨危機 と金融危機の因果関係はもちろん双方向的で
あ り、タイでは96年 に株価 と不動産価格が大きく下落 してお り、所謂バブルがはじけた状態
で、通貨危機を迎えたことになる。各国の株式市況の変化率をこれも97年 の6月 末時点 と危
機後の最安値の時点で比べると、タイの株価指数が527か ら207へ とマイナス61%(最 高値の







て債務負担が増すから(た とえば、1ドル2400ル ピアが一時1万6600ル ピアになったイン ドネ
シアでは、債務負担はル ピア建てで一挙に6か ら7倍 に膨れ上がった。)、実体経済も悪化 し
(金融機関、企業部門のバランスシー トの悪化)、 スパイラル式に経済危機が深刻化 した。他方
で、金融 ・資本市場が成熟す る前に、自由化を急速に先行 させたため、脆弱な金融機関は外的
なシ ョックを吸収することができなかった。過度な不動産投資や不良債権増加など国内の金融
企業セクターの構造的な脆弱性が金融システム不安をもたらし、資本勘定を通 じた急激な流動
性危機 と相互に複合的に作用 した結果、危機が増幅されたと見られている。その意味で 「双子
の危機」とい う表現も使われている19。
この問題に対 して、所謂ワシン トンコンセンサス(米 国財務省、IM:F、 世界銀行な どのエ
コノミス ト集団に共通した見方)は 次のように批判することが多かった。すなわち、アジアの
通貨危機 は、アジア的な価値観に基づ く 「クローニーキャピタリズム(仲 間内資本主義)」 と
民主主義の遅れた開発独裁的な政治体制の限界がもたらしたものであると。 しかし、これ らの
環境は、「アジアの奇跡」と呼ばれる高度経済成長が続 き、世界中からマネーを引き寄せてい










備、コーポレー トガバナンスの強化などは既にインターナショナル ・ベス ト・プラクテイスと
して必要不可欠なスタンダー ドである。
(2)ア ジア通貨危機 支援 に関す る新構想(新 宮沢構想第1ス テー ジ)
アジア通貨危機に見舞われた諸国を支援するため、IMFの 支援プログラムと協調 しながら、
日本政府は可能な限 りの支援を決定した。タイに関 しては97年 の8月20日 に総額172億 ドルの
IMFの 支援パ ッケージが決定された。その際、 日本はIMFと 同額の40億 ドルの支援を表明 し
た。これは単独国の拠出額 としては最大の規模であった。続いて、97年11月5日 には、対イ
ンドネシア向けの総額400億 ドルのIMF支 援パッケージが、同年12月4日 には対韓国向けに総
額580億 ドルの同パッケージが決定された。その中で、日本はイン ドネシアに50億 ドル、韓国
に100億 ドルの第2線 準備の資金についてコミットした。 このほか、98年 秋の新宮沢構想発表
までに 日本政府がコミットしたものも加えると、日本政府のアジア支援のコミットメン ト総額
は440億 ドルに達 した。その内訳は、IMFを 中心とした国際支援パッケージ190億 ドル、民間
企業活動及び貿易金融の円滑化のための資金:約220億 ドル、経済構造改革、人材育成支援のた
めの資金約20億 ドル等である。これは、先進国の中でも群 を抜いた貢献である。一方、米国












成長 となってお り、タイがマイナス10.2%、 マ レーシアがマイナス7.5%、 イン ドネシアがマ
183
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当時の海外協力基金(OECF)と 日本輸出入銀行(輸 銀)か らの直接的な公的資金協力が提案
されたのである20。
ほぼ2年 間を目処として実施された中長期の資金支援は、韓国とAS:EAN4(タ イ、マ レー
シア、フィリピン、イン ドネシア)に 対 して、国際金融等勘定(OECF円 借款)で82億 ドル、
海外経済協力勘定(輸 銀ローン)で53億 ドル、合計135億 ドルがコミットされ、経済回復のた
めの重要なきっかけとなったことから、各国から高く評価 された。
このよ うな直接的な資金支援の他に、緊急に行 うべき大型プロジェク トの資金調達のため、
日本政府が間接的に支援するスキームも新宮沢構想 には含まれていた。たとえば98年 の貿易
保険によるタイ ・マレーシア支援がそうである。民間金融機関がタイやマ レーシアの公共事業
プロジェク トのために債権を発行 して資金を市場から調達する際に、貿易保険によって リスク
をカバーす ることによって、低い金利を設定することが可能になる。貿易保険は通産省の特別
会計で運営されてお り、言わば日本政府が保証を付けることになるのである。また、輸銀(海
外経済協力勘定)も アジア諸国の公的セクターが民間金融機関か ら借入れを行 う際に保証を行





要が発生 した場合に、相手国政府の通貨を担保 として、市場金利で短期間の貸出しを行 う制度
である。第1号 は韓国であり、99年1A15日 の日韓蔵相会談において、最大限50億 ドルの短
期資金支援がコミットされた。その後、マ レーシアとの問にも最大限25億 ドルの短期資金支援






20そ の後、日本政府の行政改革の一環としてOEC:Fと 輸銀が統合 され、日本国際協力銀行が設立された。




このため、 日本政府は3600億 円の拠出国債を98年 度の第3次 補正予算で手当て した。 この結
果、たとえば輸銀 とアジア通貨危機支援資金が協調保証することによって、貴重な財源を最大
限有効に使 うことが可能になる。また、アジア諸国の資金調達が行いやすくなるよう利子補給
を行ったり、民間企業債務のリス トラや金融システム安定化のための技術支援を行 うため、 日
本政府はこのファン ドに275億 円の現金も拠出した(98年 度補正予算で75億 円、99年度 当初予
算で200億 円措置。)




ジア諸国の99年 の実質経済成長率を見ると、タイが4.2%、 マ レーシアが5.4%、 韓国が10,7%
などと急激な回復を示 している。政情不安の続くイン ドネシアです ら、99年 の成長率は0.3%
と一応プラスに転 じた。 このようなアジア経済の回復の兆 しが感 じられるようになった99年





んでいくべき新たな段階に入 りつつある。」 とい うものであった。実体経済の本格的な回復を
確実なものにす るためには、民間資金を活用(mobilize)す ることが不可欠であ り、「短期 ド
ル資金への過度の依存が今回の通貨危機をもたらしたことを踏まえ、将来にわたって通貨危機























統計では、タイ36%、 マ レーシア47%、 シンガポール51%、 韓国34%と 軒並み世界平均の21%
を上回っている。通貨危機の影響を激 しく受けたインドネシアです ら24%で あり、危機の前の







(4)技 術 協力 ・人材 支援の重要性
経済協力は大きく分けて、政府開発援助(ODA)、 輸出信用などその他の政府資金の流れ
(00F)、 銀行貸与などの民間資金の流れとNGOに よる贈与の四つに分類できる。そしてODA
には、二国間贈与(無 償)、 二国間資金貸与(有 償)、 国際機関への出資 ・拠出がある。技術協
力はこの中の二国間贈与に該当するものであり、無償資金協力 と並ぶ二本柱の一つである。人
材育成は開発途上国の自助努力 と持続可能な発展の基礎であり、技術 ・ノウハ ウの移転による
技術協力はそのための最 も効果的な協力方法である。 しかも、人を通 じて実施する協力である
ため、直接 日本の理念、考え方を伝えることができる。 日本の援助であることが明白な 「顔の
見える援助」であり、国民レベルでの相互理解 と親善も深めることができる。その上、技術協
力プログラムの実施過程で、 日本人自身の国際化にも資するとい う副次効果 も期待できる。
2002年 度の一般会計予算に占めるODA技 術協力予算の額は総額3,345億 円となってお り、そ
の内の約半分の1,701億 円が国際協力事業団(JICA)予 算、約3割 の911億 円が各省庁の技術
'協力予算 となっている。JICAの 活動は研修員受け入れ、技術協力プロジェク ト、青年海外協
力隊、シニア海外ボランティアな どである。2002年6月 現在の青年海外協力隊派遣は67ヵ 国、
2,358人 、シニア海外ボランティア派遣は40ヵ 国、594人 となっている。他省庁の事業には、国









年10月 に発表 された新宮沢構想においても、技術協力の重要性を認識 し、「日本特別基金を積
極的に活用 し、アジア諸国が民間企業債務等の リス トラ及び金融システム安定化のための総合
的な対策を実施するため、これら諸国に対 して必要な技術支援を行 うよう世界銀行及びアジァ
開発銀行に要請する。また、このような総合的な対策を実施するため、我が国としても、個別
国の実情に応じ、必要な技術支援を行 う。」 と提案 された。
さらに、99年5月 の新宮沢構想第2ス テージでも、上記の提案を補完する立場から、通貨
危機に陥 りにくい安定的な金融システムの構築のためのアジア域内の債券市場の整備、育成に
関 して、 「我が国金融部門のノウハ ウを生か しつつ、上記システム構築を実施 していく上で必










今後 とも積極的に財政 ・金融分野での技術支援を進めて行 くべきであるが、それは 日本型の




事は不可能であろうし、そもそも望ましい事ではなかろ う。 日本に期待 されている事は、日本
のシステムに通暁している財政 ・金融各分野の専門家をアジア各国に派遣 し、彼 らがそれぞれ
の国の社会、経済の発展状況をよく理解 した上で、各国に最適な制度や執行の仕組みをア ドバ
イスす ることであろう。アジア諸国の政治家、官僚の トップは欧米で高等教育を受けてお り、





らない場合が多い。一方、現場の実務家は政策を考えるとい うマイン ドがなく、 トップと現場
の距離が大き過ぎる。そのため、政策の議論が完璧でも、現場で実行 されない事がままある。
欧米系のコンサルタン トのア ドバイスも、この壁を乗 り越えられていない。 日本の政府や大企
業では、ことの是非はともかく、幹部は下積みを経験してお り、現場はボ トムアップでいつも
政策を考えているため、このような乖離はない。 日本の専門家が果たす役割 として、 トップと
現場、政策とその実施の橋渡し役が期待される所以である。専門家は日本の仕組みに拘泥せず、
その国に最もふ さわ しい政策を考え、その実施まで責任を持つべきである。その際には、専門
家としての経験、知識が総動員 され るべきである。「技術協力」 というよりも、まさに 「知的
貢献」が期待 されているのである。
(5)ア ジア通貨基金 と 「チ ェンマ イ ・イニ シアチ ブ」
前述の通 り、97年8A11日 、タイの通貨危機に対応するための金融支援国会合が東京で開
催された。通貨危機発生から約1ヵ 月後のタイミングで、 日本はホス ト国として、総額172億
ドルの支援パ ッケージの取 りまとめに成功 した。IM:F、 世界銀行、アジア開発銀行などの国
際金融機関のほか、 日本40億 ドル、中国、香港、マレーシア、シンガポール、豪州が各10億 ド
ル、韓国、イ ンドネシア、ブルネイが各5億 ドルのバイの拠出を行 うとい う画期的な取 り組み
であった。 しか し、危機のたびに、支援国会合を開き、いわば 「奉加帳」的な支援を行 うこと
は効率的でないため、この時、アジア地域を対象に金融支援を行 う常設の国際機関として、ア
ジア通貨基金(AM:F)を 創設 してはどうかとい う提案が出された。その後、9月 下旬のバン
コクでのASEM蔵 相会議、香港でのG7な どの場で、引き続き関係各国間での話し合いが続け
られた。 この間、アジア太平洋地域での日本のプレゼンスの強化を望まない米国政府 と、資金
供給を行 う地域の機関が新設 されると、機能において真っ向から重複するIMFもAMF創 設に
反対の立場を取った。 この時の、彼 らワシン トンコンセサス組のキーワー ドは 「モラルハザー
ド」 と 「既存機関との重複性」であった22。そ うこうしている内に、タイの通貨危機がイン ド
ネシアに 「伝染」 し、10,月8日 になって、ついにインドネシアもIMFに 支援を要請するに至っ
た。その結果、危機感を持った関係14力 国プラスIMF、 世界銀行、アジア開発銀行が11A18
日から19日 にかけてマニラに集合 した。そこでの議論の結果、所謂 「マニラフレームワーク」
(「金融 ・通貨の安定に向けたアジア地域協力強化のためのフレームワーク」)が 合意された。
合意の内容は、まず第1に 、アジア諸国による域内め経済サーベイランスを年2回 行 うこと。
第2に 、国際金融機関に対 し、各国の金融セクターや市場監督の強化のための技術支援を要請
す ること。第3に 、IM:Fに 対して、新たに短期的な融資を行 う仕組みを創設するように要請




国危機の際に発動 され、効果を発揮 した。第4に 、IM:Fの 支援を前提 として、その他の域内
の国々が支援を行 うスキームを創設すること。これを受けて、「アジア通貨安定のための協調















れた16の 銀行の閉鎖が大規模な取 り付け騒ぎを誘発 し、金融危機を増幅 したことは特筆され る
べきである。 このような背景のなかで、危機 から脱 した後も、アジア各国か らは引き続きアジ
アの地域的な金融協力の仕組みを構築できないかとの希望が日本政府に寄せ られてきていた。
99年11月 のASEAN+3(日 ・中 ・韓)非 公式首脳会議(マ ニラ)で 発表 された 「東アジア
における協力に関する共同声明」に沿って、ASEAN一 ト3の 大蔵省関係者は、経済金融情勢に
関して意見交換を繰 り返す とともに、東アジア地域における国際金融協力に関して具体案作 り
の努力を重ねてきた。その結果、2000年5月6日 にタイのチェンマイで開催 されたASEAN+
3蔵 相会議において、所謂 「チェンマイ ・イニシアチブ」が合意された。この 「イニシアチブ」
は既存の国際的な制度を補完する域内の金融上のアレンジメン トであ り、すべてのASEANス
ワップアレンジメン トとASEAN、 中国、 日本、韓国との問の二国間のスワップ(合 意 した範
囲内での自国通貨を対価 とする相手国か らの準備通貨の短期引き出し)及 びレポ(合 意した範
囲内での相手国との買い戻 し条件付き準備通貨の短期売却)取 極めのネットワークが含まれる。
具体的には、新宮沢構想の下で、韓国、マ レーシアと締結 した、外貨準備 を利用したスワップ
取極めをバイの協定の形で地域全体に拡大するとい う提案である。結果として、通貨危機が発
生 した際には、バイの協定がいっせいに発効 して、十分な流動性が供給されることになる。







AMFを 創設する道 も開かれたと考えられる。危機の再発防止の観点か らも、厂チェンマイ ・イ
ニシアチブ」の中で、国際資本フローのモニタリングの枠組み として、ASEAN一 ト3で 資本 フ
ローに関する整合性の取れたタイムリーなデータ及び情報の交換 を行 うことが合意 されたこと







通商政策は、法の支配、多角主義、無差別を原則 とするWTO体 制を基本 としてきた。そ して、
地域経済統合には参加せず、他の国 ・地域による地域経済統合の形成をCRTA(地 域貿易協定















































立場に置かれることになろ う。特にAPECが この地域の自由化の枠組み として単独では推進力
が弱く、これを補 うものとして自由貿易協定に注目が集まっていることを考えると、米国のブッ
シュ政権が再びアジアにおける自由貿易協定オプションを追求する可能性は否定できない。 日
24例 えば、メキシコ市場では、マキラ ドー ラ制度が廃止 され、現地に進出している日本の自動車産業、










された。 しかし、第1に 、アジア通貨危機 を経て、アジア諸国において日本 との協力関係強化
の機運が高まっていること、第2に 、 日本においても、アジアに対する真の支援は自らの国を
開放することだとい う認識が広まってきたこと25など、アジア諸国の日本に対する認識は確実
に変化している。 日本がアジア諸国と地域経済統合 を結ぼ うとすれば、アジアにおいて日本が
米国より有利な取扱いを受けることに対する米国からの反発があり得ることが懸念 された。 し






(2)グ ローバ1丿ゼー シ ョンと地域経済連携
ITに よって加速化 されたグローバル化によって一体化 しつつある世界経済において、新た
な地域経済協力の在 り方が問われている。変化の速いグローバル時代において、企業は製造技
術のライフサイクルの短期化に対応 して製品開発から出荷までの リー ドタイムを短くす るため、
世界の主要市場で生産 ・開発も併せて行 う傾 向にある。従って、多国籍企業は各地域で直面す
る新 しい問題が迅速に解決されることを望む傾向がある。 しか し、急速な環境変化に対 して、







25『 アジア経済再生 ミッション(奥 田ミッション)報 告書』99年11,月
「グローバル化 とい う歴史の奔流に乗 り遅れず、 日本の社会や経済を活性化 していくためには 『日本





もに多様で、北米や欧州のよ うな地域統合 を直ちに実現できる実態はない。 しか し、IT関 連










US$30,046)。 両国が構…想 した新時代の自由貿易協定 とは、財の取引だけではなく、人、資
本、情報の移動など経済活動を広 く捉えて促進し、柔軟で魅力ある事業環境を二国間で整備 し












プライバシー政策を適切に実施 している組織に使用を認めている 「プライバシー ・マーク」の
相互承認も、民間機関同士の協力ではあるが、この協定を契機に促進されることを期待できる。
第2に 、情報技術を活用 した貿易手続きの更なる迅速化のため、両国の各種関係当局から要求
されるデータを一括して提出できる国境を超えたワンス トップ ・サー ビスを実現する必要があ







引の促進に資する協力 として、例えば、JETROと シンガポール貿易開発庁による、貿易 ・投
資ミッションや ビジネスセミナーの共同開催、データベース共有等の協力が考えられる。また、
日本 と東南アジアの中小企業の協力を促進するため、例えば、中小企業 ビジネス ・サポー ト・
センターをシンガポールに設立する。 このよ うに、日本 ・シンガポール 自由貿易協定は、伝統
的な自由貿易協定を超 えて、経済活動全般にわたる連携を強化 しようとするものであり、『新
時代経済連携協定』 と呼ぶのがふさわ しいものである。2000年7月30日 か ら4回 の政府間協
議が行われ、で2001年10A20日 に上海で開催 されたAPEC首 脳会議の際、小泉首相 とゴー ・
チョク トン首相の間で、両国間の交渉が成功裡に終了したとの共同声明が発表された。2002
年1月13目 には、シンガポールにおいて、両首相間で 日本 ・シンガポール新時代経済連携協
定への署名が行われた。 これは日本にとって初めての歴史的な経済連携協定である。
(4)東 ア ジアFTAを 巡 る動 き
2000年11.月 のASEAN+3首 脳会議において、東アジア協力のあ り方について検討す る政府
レベルのスタディーグループ(東 アジアスタデイーグループ:EASG)が 設置 された。 ここで
は、「ASEAN+3サ ミッ ト」の枠組みから、本格的な東アジアの協力体である 「東アジアサ
ミッ ト」への移行 と東アジアでの自由貿易地域、自由投資地域の可能性 について検討 されるこ









当面は、韓国及びASEAN主 要国を対象 とし、:FTAの 締結可能性を探っていくべきである。特
に、 日・シンガポールFTA(『 新時代経済連携協定』)は 、我が国 とのFTAの 締結可能性にア
ジア諸国の関心を向け、我が国が参加 したアジアの地域経済統合の端緒 となることが期待 され
る。 さらに、WTO加 盟後の中国とも、FTAの 締結可能性について意見交換を開始することが、
東アジア:FTAを 推進す るために不可欠である。 しか し、中国の動きは早 く、2001年11月6日
のASEAN首 脳会議(ブ ルネイ)で 、中国 ・ASEANのFTAを 今後10年 以内に締結する方針が
決定 された。ASEAN+3の 枠組みが作 られた ものの、一定の方向を示せ ない内に中国 ・




勘案 したASEAN諸 国の判断がある。 さらには、市場開放と海外援助を武器 として駆使 した中
国の首脳外交が功を奏 したとい う面も指摘できる。中国に対する、今後の経済的な戦略を持ち
つつ、韓国と共同した東アジア経済圏に関する戦略構築を一 日も早 く進めることが 日本政府 に
望まれる。
(5)地 域経済連携 の具体 的戦略
これまでのNAFTAやEUの 取 り組みにみ られるよ うに、一定程度発展 した経済問の一種 の
「制度化 されたクラブ」作 りは歴史の必然であり、その中で各国は高い水準の自由化や制度調























日一ASEAN、 日一韓の経済連携協定を実質的に進めて行 くことが重要である。2000年 の統計
では、 日一ASEANの 貿易額は日本からの輸出が685億 ドル、輸入が596億 ドルで合計1,281億
ドル。 同じく日一韓で、 日本からの輸出が307億 ドル、輸入が205億 ドルで合計512億 ドル と
なっている。ちなみに、中一ASEANの 貿易額は中国からの輸出が175億 ドル、輸入が221億 ド
195
第3部 アジアの政治秩序と日本の役割
ルで合計396億 ドル。一方、 日一中では日本か らの輸出が304億 ドル、輸入が551億 ドルで合
計855億 ドル となっている。 この数字からもASEAN+3で 地域経済連携協定が結ばれた時の
インパク トの大きさが推察され る。
第2節 で検討 した国際金融協力 に加 え、 自由貿易協定を中心とす る地域経済連携協定を
ASEAN+3の 枠組みで進めていくことにより、東アジア域内での安定的な経済成長が可能と
なり、その過程で国家間の所得格差を是正 していく努力を行 うべきである。 日本はそのための
指導力を発揮することが求められている。
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